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研究成果の概要（和文）：防災・減災の行動計画にジェンダー視点を組み込むべきことは、第２回国連防災世界
会議（2005年、神戸）以来、国際的に合意されてきた。本研究はそうした国際的な枠組が自治体レベルの計画に
いかに反映されているかについて、明らかにすることを目指した。7つの自治体にアプローチして半構造化面接
を実施し、他方で諸外国の施策も調査した。その結果、日本の自治体では国際的枠組の反映は一部に留まってい
る恐れが浮上した。本研究ではまた、熊本地震の被災郡市の医師に対してアンケート調査を実施した。発災後の
疾患が長期化する場合があり、重要な性差も認められることが分かった。

研究成果の概要（英文）：It has been internationally agreed since the adoption of the United 
Nations’ Hyogo Framework of Action 2005-2015 that every action program for disaster risk reduction 
should incorporate a gender perspective. This study aimed to clarify how those points of 
international frameworks were reflected on municipal level programs in Japan. Semi-structured 
interviews with seven selected municipalities have suggested that crucial points of international 
framework are rarely incorporated in their programs. This study has also conducted a questionnaire 
survey of members of the Medical Association of Kumamoto Prefecture, who were practicing in areas 
that were affected by the Kumamoto Earthquake in April 2016. It was found that quite a cases of 
physical and mental disorders right after the disaster were protracted over one year, with 
non-negligible differences by gender. 　

研究分野：総合人文社会

キーワード： ジェンダー　災害・復興　レジリエンス
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１．研究開始当初の背景 
2005 年の第 2回国連防災世界会議（神戸）
では、「兵庫行動枠組 2005－2015」が採択さ
れた。そこでは、「災害リスクは、ハザード
が、物理的・社会的・経済的・環境的な脆弱
性と相互に作用する時に発生する」と述べた
うえで、「減災」の観点が打ち出された。そ
して、あらゆるリスク管理政策、計画、意思
決定過程にジェンダー視点を取り入れるこ
と、女性や脆弱な人々に訓練や教育機会への
平等なアクセスを確保すること、ジェンダー
や文化への配慮を災害リスク軽減に関する
教育訓練の不可欠な要素とすることが、明記
されている。日本政府も同時に「防災協力イ
ニシアティブ」を発表し、防災分野における
ジェンダーの視点を明記した。第 2次男女共
同参画計画（2005 年）は防災分野における男
女共同参画の重要性を明記しており、同年の
「防災基本計画」はジェンダーの視点の必要
性に言及した。 
しかしながら、2008 年の全国知事会調査の
結果を見ると、兵庫行動枠組が優先行動とし
て掲げた災害への備えを、日本政府や地方自
治体が 2008 年までに実施したとはいえず、
その後も顕著な進展は見当たらない。もし実
施されていたら、3.11 後に避難所で暮らした
女性と男性の多様なニーズに対応できたは
ずである。さらに、3.11 後のレジリエンス（災
害への抵抗力と回復力）の構築に関して、女
性の参画、ジェンダーの視点、多様な家族の
ニーズを統合できていれば、決定的な資産に
なっていたと悔やまれる。災害多発国の日本
で、そうした後悔をこれ以上繰り返さないた
めに貢献したいという意識が、研究開始の背
景である。 
 
２．研究の目的 
本研究は、日本、カナダ、フィリピン、バ
ングラデシュ、ドイツなどの基礎的自治体レ
ベルの災害・復興政策をジェンダー視点から
比較研究し、災害・復興政策がジェンダーを
はじめとする多様性を踏まえることを通じ
て、社会のレジリエンスの構築に資すること
を目指す。 
2005 年の兵庫行動枠組のあと 2015 年 3 月
には仙台における第3回国連防災世界会議で
新たに仙台防災枠組2015-2030が採択された
（本研究の申請後）。そうした国際的な枠組
が基礎的自治体レベルの計画にいかに組み
込まれているか、住民参加も含めていかに実
施されているかについて、明らかにすること
が、本研究の目的である。 
 
３．研究の方法 
国際的な行動枠組を念頭に置き、日本を対
象に、カナダ、フィリピン、バングラデシュ、
ドイツを参照し、基礎的自治体レベルの災
害・復興にかかる行動計画を、ジェンダー視
点から比較検討する。国際的に合意された内
容が、基礎的自治体レベルの計画にいかに組

み込まれているか、住民参加も含めて、いか
に実施されているかについて、半構造化面接
により調査して分析する。またジェンダーに
配慮したトレーニングプログラムについて
は、参与観察も含めて調査する。調査項目の
設計に際して専門家の助言を得ることが必
要であり、その招聘の際に公開のコロキアム
も計画した。 
 
４．研究成果 
(1) 本研究の採用内定に先立ち、上記の仙台
防災枠組が採択されていた。そこでは防災の
主流化、人間中心のアプローチ、女性のリー
ダーシップなど、日本も重視しているはずの
点が含まれている。仙台防災枠組ではまた、
防災の主流化に関し、潜在的な災害リスクの
発生要因および増幅要因として、人口変動、
貧困・不平等の影響、不十分な土地管理、複
雑なサプライチェーンなどに、注意が促され
たことも重要である。 
この最新の国際枠組と 2008 年全国知事体
調査を踏まえて、基礎的自治体に対する半構
造化面接のための調査票を慎重に検討し、
2015 年 12 月までに策定した。その要旨は下
記のとおりである。 
 
「女性・地域住民からみた防災（災害リスク
削減）施策のあり方に関する調査」質問項目 
１ 現在の防災会議委員総数と女性委員数 
２ 防災部局の職員数と部局内女性職員の人
数について（平常時と災害時）、女性職員
の主な業務 
３ 防災（災害リスク削減）施策の検討・決
定のための主な会議等について、会議名、
会議の役割、参画部局と人数、男女の内訳
とその役割（会議毎に記載） 
４ 現在の防災（災害リスク削減）施策で特
に力を入れていること。東日本大震災以後
の主な新規及び見直し事業の名称と内容 
５ 「災害時要援護者」の具体的な想定対象
者、その認定の基準やルール 
６ 「災害時要援護者」のための常設の会議
や職員が対応する相談窓口等 
７ 「災害時要援護者」を対象にした防災（災
害リスク削減）マニュアルや手引きの存在 
８ 地域防災力向上のための組織（自治会、
自主防災組織、女性センター、NPO、ボラ
ンティア組織等も含む）との連携状況 
９ 「避難所」の指定・立ち上げ・運営責任
者を決定する具体的手順（事後指定避難所
を除く） 
10 「避難所」運営において特に配慮すべき
こと（「配慮事項マニュアル」などがあれ
ばその内容） 
11 自治体における備蓄品やその量・保管に
関する規定・ルール（東日本大震災以後、
備蓄方法及び備蓄品についての考え方や
品目で変更した点） 
12  災害時の経験・体験等を記録として残す
ルール 



13 自治体の人口（直近で使用可能な国勢調
査の統計値）及び“災害時要援護者”該当
数、想定避難所数など基礎的情報 
 
 東日本大震災の被災の有無、地理的分散、
都市的地域であるか否かなどを勘案し、研究
分担者・協力者が従来から知己を得ていた自
治体にヒアリングを要請した。事前に調査票
を送付して回答を受けたうえで、ヒアリング
で深掘りする方法を取り、釜石市、流山市、
掛川市、四日市市、那智勝浦町、大船渡市、
田辺市の協力を得た。その結果、国際的枠組
の反映は一部の自治体に留まり、行動計画等
に記載されていても実施は心もとないとい
う恐れが示唆された。    
なお 2015 年度から、各地域における人口
動態を踏まえた「まち・ひと・しごと」の持
続可能な発展を図る総合戦略の策定が開始
され、2016 年度中に全国の自治体で策定され
た。これは仙台防災枠組が着目した潜在的災
害リスクにも対処する取組として注目され
ことから、2017 年度には同総合戦略と防災・
減災の取組との関連を調査項目に含めた。大
船渡市、四日市市、田辺市でのヒアリングに
よれば、総合戦略と防災の関連は、必ずしも
明示的に位置づけられていないことが分か
った。 
 さらに調査票を英訳したうえで、対象国・
地域の実情にそくして修正し、バングラデシ
ュ、カナダ、ドイツ、フィリピンでヒアリン
グ調査を行った。バンクーバー市、ミュンヘ
ン市などではそもそも災害発生の蓋然性に
ついて意識が薄いことが判明した反面、バン
グラデシュの各級政府やNGOでは国際枠組を
反映した計画が策定されており、ジェンダー
関係を重視する訓練も実施されるなど、取組
が進んでいることが判明した。 
(2)上記調査票を策定し、調査を進める過程
で、法令の改正により「災害時要援護者」な
どの用語とともに適用が変化しており、用語
の整理をする必要が痛感された。研究分担
者・協力者内に用語ワーキンググループを設
け、2016 年度内に用語集（案）を取りまとめ
た。今後の施策の推進や調査研究にとって重
要な資源となる成果であると考える。 
(3) 2016 年 4月に発生した熊本地震について
「熊本地震における避難所・医療機関での医
療、健康管理に関する調査」を、熊本県医師
会との綿密な調整を経て、同会の全面的な協
力のもとに 2017 年 11 月 15 日から 12月 6日
に実施した。被災郡市で医療行為を行ってい
る熊本県医師会会員 2100 人に調査票を郵送
し、25％の有効回答を得ることができた。調
査結果につき簡易報告書を取りまとめ、2018
年 3月下旬に熊本県医師会に対して送付して
いる。 
回答医師では比較的高齢の開業する内科
医が多数を占めており、回答率からしても、
被災郡市の医師全体の経験を代表している
とはいえない。それでも、回答者の 4分 3が

自宅か医療現場で被災しながら、それら被災
医師の 9割は 1週間以内に診療を再開したこ
と、再開の目安は建物の安全、水道、電気、
スタッフの充足であることが分かったのは、
重要である。また発災直後は、女性より男性
で高血圧、心臓病、糖尿病が目立ち、１年経
過時点では、男女ともにこれらの疾患がさら
に増加するが、特にその傾向は男性において
顕著であること、女性では不眠やメンタルヘ
ルス問題が多く見られるのに対し、男性は女
性より認知症や ADL の低下が顕著である（性
差はないとの回答が多数であるが）。なお回
答医師の 6割が、被災後 1年経過時点でも疾
患が変化していないと回答している。 
熊本地震では直接の死者 50 人に対して関
連死は 190 人以上と 4倍近くにのぼり、本調
査結果とともにさらに収集した情報を綿密
に検討することが、再発の防止につながると
期待される。 
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